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研究水準に関する評価について（案）

１．研究水準に関する評価の基本的な考え方

○ 中期目標期間における業務の実績の評価は、中期目標の達成状況の調査・分析の結果を考慮

しつつ、機構が行う教育研究の状況の評価結果を尊重し、業務の実績全体について総合的な評

定を行うこととされている。その際、教育研究は国立大学法人等の事業の根幹をなすものであ

り、教育研究の状況の評価は、各大学等の継続的な質的向上に資するとともに、社会への説明

責任を果たすものであることが特に求められる。

それに応えるためには、研究に関する中期目標・計画の達成状況の調査・分析とともに、大

学等の研究の活動及び効果等の状況がどのような水準となっているのかを踏まえて評価するこ

とが必要と考えられる。

○ 研究に関する評価には、研究の成果の水準の判断が不可欠であり、国立大学法人等の研究活

動を社会に向けて分かりやすく説明していく上でも重要な基礎となる。

水準の判断にあたっては、それぞれの学問分野・領域ごとの特性に応じた調査・分析を行う

必要がある。その際、学術的な意義や、研究の成果の社会への還元に基づく効果等を重視する。

○ 各国立大学法人等の研究水準に関する評価は、当該大学等の研究の取り組み状況全般を視野

に入れて、主要な傾向や重要な特徴等を示すものとする。その際、各国立大学法人等の研究活

動は、学問分野・領域の特性に応じた各学部・研究科等が担っていることを重視する必要があ

り、また、各国立大学法人等の規模の違い（学部・研究科等数の違い）を考慮するとともに、

社会に向けて分かりやすく説明するためにも、各学部・研究科等の研究水準の判定を踏まえる

こととする。

○ また、中期目標・中期計画には重点的に取り組む領域等について記載されていることから、

中期目標・中期計画に基づき、期間内に取り組まれた重点領域研究やプロジェクト研究につい

ては、それぞれの研究水準の判定を行う。

２．学部・研究科等の研究水準の判定

（１）判定方法

① 判定にあたっての視点

水準判定に際しては、「学術的な意義」や「研究の成果の社会への還元」に基づく効果

等を重視するため、「学術的意義」と「社会・経済・文化的意義」の２つの判定の視点を

設定する。

なお、「学術的意義」については、国際的視点を考慮し独創性等を重視した分析を、

「社会・経済・文化的意義」については、地域社会への貢献、地域との連携・協力の推進、

国際社会への寄与等の分析を踏まえて判定する。

② 判定に必要な資料

学部・研究科等の研究水準の判定にあたっては、①教員が作成する「主要研究業績説明

書（教員）」と、学部・研究科等における組織としての研究の状況を適切に把握するため

②学部・研究科等ごとに作成する「研究活動状況説明書」の資料を基本とし、③研究活動

に関する客観的なデータ等を活用する。なお必要に応じて④「重点領域研究等業績説明

書」に基づいた水準判定を参照する。
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ⅰ） 主要研究業績説明書（教員）

「主要研究業績説明書（教員）」では、教員ごとの主要な研究業績等の概要、そ

の業績に関する外部評価結果などの必要な情報の記述を求める。

その際、評価者が適切な判定ができるよう、「学術的意義」と「社会・経済・文

化的意義」の２つが判定の視点であることをあらかじめ示し、それを踏まえた記述

を求めることとする。

ⅱ） 研究活動状況説明書

学部・研究科等ごとの「研究活動状況説明書」では、研究活動の状況、主な研究

成果（学部・研究科等のプロジェクト研究等を含む）等についての記述を求める。

ⅲ） 研究活動に関する客観的なデータ等について

学部・研究科等に共通する水準判定の基礎資料として、研究活動に関する客観的

なデータ等の提出を求める。なお、データ等の収集にあたっては大学情報データベ

ースを積極的に活用する。

ⅳ） 重点領域研究等業績説明書

中期目標・中期計画に基づく重点領域研究等について作成される「重点領域研究

等業績説明書」から導かれる水準判定は、研究活動状況説明書の主な研究成果に含

まれている場合、参照する。

③ 調書を求める教員の範囲

研究水準の判定は、組織の水準を示すものであり、社会の理解を得る必要があることか

ら、原則として、全専任教員 を対象とすることが望ましい。ただし、助手については、（注）

各国立大学法人等で職務内容等が多様であることを踏まえて、基本的に対象に含めないも

のとする。

したがって、対象とする教員の範囲は、調査時点に在籍している講師以上の専任教員と

する。なお、国立大学法人等の判断で助手を対象に含めることも可能とする。

（注）上記の「専任教員」とは、文部科学省の行う学校基本調査でいう本務教員とする。

（２）判定の組織

個別の業績等の水準判定にあたっては、それぞれの学問分野・領域の特性を踏まえた調

査・分析ができ、各国立大学法人等及び教員が理解しやすいものであることが重要である。

水準判定を行う学問分野・領域の区分は、科学研究費補助金の審査の際に使用される区分

（「系(4)・分野(10)・分科(66)・細目(278)表」）の分科を基本とし、この区分ごとに学

問的見識を有する専門家で構成する判定組織を設ける。

（３）判定結果の表し方

学部・研究科等の研究水準判定の結果は、「主要研究業績説明書（教員）」に基づいた

水準判定と「研究活動状況説明書」等を参照して、総合的所見として簡潔に記述式で示し、

同時に学部・研究科等ごとにとりまとめた教員の研究業績等の判定結果を示す。
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① 教員の研究業績等に基づく研究水準の判定

ⅰ） 専門分野ごとの「主要研究業績説明書（教員）」の判定

ａ）段階判定

研究水準の判定については、社会に分かりやすく説明する必要があり、これま

での機構における評価の経験等を踏まえ、４段階で行う。（例えば、「卓越」

「優秀」「相応」「要努力」の４段階など）

ｂ）判定方法

「主要研究業績説明書（教員）」の判定方法は、以下の手順で行う。

ⅰ） 複数の評価者それぞれが、説明書を基に、別個に段階判定を行う。

ⅱ） 複数の評価者の段階判定を基に、それぞれの分野（分科）ごとの判定組

織において、判定（段階）を確定する。

ⅱ） 上記ⅰ）の判定（段階）の学部・研究科等ごとのとりまとめ方法

上記ⅰ）の判定（段階）を、各学部・研究科等それぞれで４段階の区分ごとに集

計し、その割合（構成比）を示す。

② 学部・研究科等の研究水準に関する総合的所見

学部・研究科等の研究水準に関する所見は、組織としての研究活動状況や研究業績の

水準について総合的に簡潔に記述する。なお、必要に応じて学部・研究科等ごとにとり

まとめた教員の研究業績等の判定結果の補足説明やその他の特記事項を記述する。

また、大学共同利用機関法人の場合には、組織の目的等を踏まえた内容となるよう配

慮する。

３． 大学等全体の研究水準に関する評価

大学等全体の研究水準に関する評価は、上記の学部・研究科等ごとの水準判定結果を踏まえ、

大学等全体の主要な傾向や重要な特徴等を総合して簡潔に記述式で示すものとする。


